
 
（平成２７～２８年度支援） 

原状回復事業事例： 福岡県飯塚市安定型最終処分場事案 

事案の類型 安定型最終処分場における不適正処理事案 

事 案 の 場 所 福岡県飯塚市 

行 為 者 福岡県飯塚市 Ａ社 

規模及び種類 

措置対象とした産業廃棄物量 ２１，４１０ｍ３ 

・鉛が溶出しやすい廃棄物 

・安定型以外の廃棄物の混入（紙類、木類又は繊維類） 

※処分場の概要 許可品目：安定５品目 埋立可能面積：９，８００ｍ２ 

埋立可能量：１３４，６６９ｍ３ 

支障のおそれ 

 地下滞留水における鉛、ＢＯＤ、ＣＯＤの浸透水基準の超過、また廃

棄物層からの鉛の溶出等により、生活環境保全上の支障が生じるおそれ

が認められる。 

対策工の概要 

鉛の溶出防止のため廃棄物層に固化剤を注入し、鉛を原位置において

不溶化した。また、施工ヤード部分に盛土を行い、処分場全体の法面を

安定勾配により成形した。さらに、降雨による処分場内への浸透を低減

させるため、処分場天端にキャッピングを行った。 

除去した廃棄物

の種類及び量 

排出・処分量 － ｔ（ － ｍ３） 

（廃棄物の搬出・撤去等は行っていない） 

代 執 行 費 用 ７２９，２３６，６９２円（支援対象事業費） 

支援した資金額 ５１０，４６５，０００円 

【事案概要】 

Ａ社は、安定型最終処分場を保有し処分業許可を有していたＢ社から当該処分場内の作

業を受託していたが、平成１４年１２月に当該処分場の施設譲受許可を取得した。また平

成１５年４月に産業廃棄物処分業の許可を取得した。 

当該処分場において、平成１３年８月に硫化水素臭のする黒い水の流出が確認され、県

が実施した浸透水等の調査で基準超過が確認された。また、県による掘削調査の実施によ

り許可品目以外の産業廃棄物の埋立て及び熱しゃく減量が５％を超過していることも確認

された。このため、平成１４年３月にＢ社に改善命令を発出したところ、改善命令に対す

る履行が平成１４年７月に確認されたため廃棄物の搬入再開を認めた。 

平成１５年６月にも浸透水の基準超過が確認されたため、同年８月にＡ社に対して厳重

注意を行い、指摘事項の改善状況の確認後に廃棄物の搬入再開を認めた。以降、指導と改

善を繰り返すが黒い水の原因は究明できないままであった。 

その後、平成１７年１２月に、地元住民が県を相手とした「廃棄物の撤去の措置命令又

は代執行の実施」の義務付け訴訟を提起した。高裁判決を受け、県は最高裁に上告したが



棄却され、最終的に県には高裁判決である「県によるＡ社への措置命令の発出」が義務付

けられた。 

判決の内容において、具体的な支障の内容、範囲の特定や措置命令の内容が示されなか

ったため、県はこれらを明確にするため調査専門委員会を設置し、調査内容の検討、調査

結果の総括及び措置すべき内容について意見をもらった。 

県は専門委員会の意見を踏まえて、平成２５年５月にＡ社及び役員５名に対し、鉛が溶

出する廃棄物層による支障の除去（除去又は不溶化）や地下滞留水の水位の低下措置等を

命じる内容の措置命令を発出した。 

しかし、措置の着手期限を過ぎても着手されず、県は命令が履行される見込みはないと

判断し、生活環境上の支障の除去のため平成２６年３月に行政代執行に着手、平成２９年

３月に原状回復支援事業が完了した。 

※原状回復支援事業完了後に、県単独による対策工を実施しているため、代執行工事全体

の完了は平成３０年３月。平成３０年度以降は工事終了後のモニタリングを行政代執行と

して実施している。 
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代執行工事完了後 

支援事業完了後 
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